
明治３年（１８７０年）のこの日、実業
家・西村勝三が東京の築地入船町に日
本初の西洋靴の工場を作りました。記
念日になったのは昭和７年です。

染め物屋で働く人の仕
事着が白無地であった
ことを揶揄していった
ものです。他人のため
に忙しくして、自分の
ことが疎かになってい
ることをいいます。

　子どもたちの多くは、社会科の学習
に対して「暗記教科」だとするイメー
ジをもっています。いろんなことを教
えることが多い教科だという印象をい
だいている教師も多くいます。
　社会科が究極的に目指していること
は、社会科の教科目標に示されている
ように、よりよい社会の形成に参画で
きる資質・能力の基礎を育成すること
にあります。これまでも「社会の形成
者として必要な公民的資質の基礎を養
う」ことが目標とされてきました。
　社会の形成者として成長するために
は、自分たちが住んでいる地域社会や
国土はどのようなところなのかを理解
する必要があります。主な内容は、地
域社会や国土の地理的環境、社会の仕
組みや産業の現状、そして地域やわが
国の歴史です。いい換えれば、「いま
のこと（現状）」と「これまでのこと（歴
史）」を理解することです。
　社会科の授業は、子どもたちが学習
に主体的に取り組むようにするため、
従来から問題解決的な学習を基本にし
ています。ここでは学習上の問題（学
習課題）を設定し、追究し解決してい
きます。こうした学習をとおして、子
どもたちは社会のことを深く理解し、

学ぶ過程で生きていくうえで必要とな
る問題解決能力を身につけます。

　子どもたちが社会科の学習に主体的
に取り組みながら、社会認識を深め、
問題解決能力を身につけていく授業が
展開されることはとても重要なことで
す。しかし、そこでとどまっていてよ
いかという問題があります。
　多くの教師は、学習で身につけた知
識や技能を自らの生活の改善や社会の
課題解決のために生かしてほしいと
願っています。これはいわゆる「習得
した知識や技能の活用」です。
　単元や小単元の学習の発展として、
子どもたちに「自分（たち）にできる
ことは何だろうか」などと考えさせて
います。これは習得した知識などを自
らの生活の改善のために生かすことを
求めているものです。
　さらに、視野を広げ、身近な社会に
みられる課題を提示して、その解決策
を子どもたちなりに考えさせるように
します。地域にみられる課題を意識さ
せ、その課題の解決策を考えさせるこ
とが、地域社会の一員としての自覚を
養い、よりよい社会の形成者として成
長していくために必要な資質・能力を
身につけることにつながるからです。

　「社会の課題」の解決策について考
えさせることは、「学習上の問題」解
決を踏まえた、もう１つの課題解決だ
といえます。

　子どもたちに社会の課題の解決策を
考えさせるとき配慮したいことは、そ
れまでの学習内容や教材との関連性を
もたせ、学習の発展として位置づける
ことです。また、子どもたちの発達段
階を踏まえ、高度な課題を取り上げな
いことや必ずしも解決策がひとつでは
ないことにも留意します。
　例えば、３年の「市の様子の移り変
わり」の学習では、住民の高齢化の課
題に対して、「お年寄りが住みやすい
町にするにはどうしたらよいか」を
テーマに考えさせます。４年では「県
内の文化財」に関連して、保存・継承
を担う後継者の問題を取り上げます。
５年の水産業の学習では、水産資源の
持続的な確保のあり方について、６年
ではわが国の歴史を学んだあと、現代
社会がかかえている課題を取り上げ、
それぞれの解決策を考えさせます。
　子どもたちが考えた課題の解決策を
文章などにまとめます。それを関係者
に伝え、当事者から直接評価を受ける
ようにするとよいでしょう。
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●社会科には社会の現状や歴史を理解させるだけでなく、よりよい社会の形成に
参画できる資質・能力の基礎を養うという重要な役割があります。
●社会にみられる課題を取り上げ、その解決策を子どもなりに考えさせることによ
り、社会の一員としての自覚を養うことができます。
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社会科の役割とは何か

もう１つの課題解決を
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　学級経営における地域との連携の第一
歩は、子どもが生活している地域の実情
を教師が理解することです。例えば、子
どもたちはどのような道路環境のところ
を登下校しているのか。放課後や休みの
日にどこで遊んでいるのか。地域にはど
のような伝統や文化が根づいているのか
など、子どもの生活舞台である地域のこ
とを知ることです。
　次に、地域には教育的に見て、社会
的、自然的、そして文化的に優れた素
材がたくさんあります。それらを授業
で教材として取り上げます。また、地
域の人の協力を得ながら授業を展開し
ます。これらの取り組みは、いずれも
地域を授業に生かすことです。地域と
学校との関係をベクトルで表すと「地
域→学校」となります。これは地域か
ら学校や子どもたちへの関わりです。
　もう１つのベクトルは「学校・教師
→地域」です。これは、例えば子ども
たちが学校で学んだ成果を地域に発信
したり発表したりするなど、地域に還
元することです。地域の課題解決の方
法をみんなで考え、住民に報告するの
もよいでしょう。いずれも地域のため
に学校や子どもたちが貢献することで
す。ここには、子どもたちに地域の活
動や行事に積極的に参加するよう促す
ことや、教師自らが地域行事に参加す
ることも含まれます。
　学校や学級が地域と連携するとは、
双方にとってウィンウィンの関係が成
り立つことをいいます。これを従来か
ら「学社融合」といってきました。学
校と地域が協力し合い、相互にメリッ
トが生まれる関係を構築することは、
地域の担い手を育てるうえで重要な取
り組みといえるでしょう。 

　ベンジャミン・ブルームはアメリカのシカ
ゴ大学の教育心理学者でした。ブルーム
は、当時話題になっていた機会の平等か
結果の平等かという二項対立の課題に対
して、後者の立場をとっていました。当時
のアメリカは教育の機会均等の立場をとっ
ており、教育の主流とは対立していました。
　ブルームは、教育機会の均等が子ども
個々の能力や要求を無視し、子どもたち
の間に格差を生み出してきたと考えていま
した。能力などの違いに対応して、一人
一人に応じた指導を行うこと、すなわち「扱
いにおける不均等」こそ、真の平等だと
主張しました。
　自らの主張を立証するため、ブルーム
らが提唱した学習方法に「完全習得学
習」（マスタリー・ラーニング）があります。
これは、形成的評価の考え方のもとに、

学級の９５％の子どもが教育内容を完全
に習得することを目指す学習方法です。
すべての子どもに同様な教育内容を施
し、結果を求めてきた、伝統的な指導方
法に対するひとつのアンチテーゼ（対立
した考え方）でもありました。
　「ブルーム理論」はわが国においても
話題になり、完全習得学習や「教育目
標の分類学」の考え方が取り入れられた
時期があります。各学校で指導目標を明
確にし、その習熟の程度に応じて指導す
る「習熟度別学習」が導入されて久しく
なります。ブルームはわが国の学校教育
にも少なからず影響を与えた研究者だと
いえます。
　ブルームは学力の国際比較調査で知ら
れるＩＥＡ（教育到達度評価国際協会）の
創設者の一人でもあります。 

　昨年１２月２５日に文部科学大臣が
中央教育審議会に「初等中等教育に
おける教育課程の基準等の在り方に
ついて」諮問しました。「初等中等教
育」とは、幼稚園、小学校、中学校、高
等学校、特別支援学校、中等教育学
校のことです。また「教育課程の基準
等」とは、学習指導要領のあり方や内
容、実施に関することです。
　諮問では次の４点について審議を要
請しています。１つは、より質の高い深
い学びを実現し、資質・能力の育成に
つながる、分かりやすく使いやすい学習
指導要領のあり方について。２つは、多
様な個性や特性、背景を有する子ども
たちを包み込む、柔軟な教育課程のあ

り方について。３つは、これからの時代
に育成すべき資質・能力を踏まえた、各
教科等やその目標・内容のあり方につ
いて。そして４つは、学習指導要領の趣
旨の着実な実現のための方策等につ
いてです。現在部会等を設けて専門的
な検討がなされています。
　また同じ日に、「多様な専門性を有す
る質の高い教職員の形成を加速する
ための方策について」の諮問もなされ
ました。教職課程や教員の採用・研修
のあり方や、社会人等の教職参入制
度について審議されています。
　今後の学校教育について、部会等
でどのような審議がなされているのか。
注視していきたいものです。
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地域との連携とは何か

編　集　後　記
編集子の住んでいる地域の自治会が、役員の
なり手がおらず、存続が危ぶまれています。今ま
で他人任せにしてきたことに反省しきりなので
すが、防災・防犯の面からも自治会がなくなる
のは、なんとしても避けたい。子どもの多い地域
なので、「学社融合」の観点から何か提言できる
ことはないか考えていくつもりです。      （H記）
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教師のリアクション力
－「指導と評価の一体化」とは何か－

\ ご注文は文溪堂代理店まで /
北先生の新刊です！

「指導と評価の一体化」としての
教師の適切なリアクションを
具体的な事例をもとに解説！

先人の残した言葉 ベンジャミン・ブルーム連連 載載 17

中央教育審議会への諮問内容教育の動向教育の動向


